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学校法人野又学園 中期経営計画 

 

１．中期経営計画とは 

 

中期経営計画は、組織が進むべき方向と目標を実現するために戦略を具体化した計画で

あり、学校法人の経営においても重要である。自らの組織の「こうありたい」というビジ

ョンを明確にし、それを実現するための戦略を策定し、業務活動に落とし込むという経営

サイクルを回すための、組織内の意思疎通を図るツールであるといえる。 

以下の図に示すように、経営計画の上には、理念・経営ビジョン、経営戦略があり、そ

れらの策定においてはトップ層・経営層の役割と責任が大きいといえる。一方で、経営層

の描いた理念・経営ビジョン・経営戦略が画餅とならないように、組織内でのコミュニケ

ーションを図り、日常業務や経営管理との一貫性が必要となる。 

 

 
 

 

２．経営理念 

 本学園の経営理念は、建学の精神として創立者野又貞夫先生により記されている。中期

経営計画を実施していく教職員には、本学園の沿革も含めて、理念をよく理解することが

求められる。 

 

（１）建学の精神 

本学園は昭和 13 年に創設され、開校以来、全人教育を目標とし、「学園訓 3 ヵ条“報恩

感謝”“常識涵養”“実践躬行”を具体的信条として、知・情・意の円満にして高度に発達

した人材を育成することを目的」(学校法人野又学園寄附行為第3条)として教育を行ってた。 

建学の精神について、創立者野又貞夫は次のように記している。  
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「惟うに真の学問とは言うまでもなく知・情・意を円満にして而も高度に発展せし

むることである。従って学問と徳性とは別々に考えるものでなく不離一体の関係にあ

る。徳性の涵養を離れた学問はなく、学問とはあくまでも、知・情・意の総合的体得

に外ならない。 

換言すれば学問とは信の一字につきる。信は真に通じ「かの天に斗あるが如く人は信

を常とすべし」の古語にある通り、天空の道しるべは斗である。 

即ち星であるが如く人間生活の道標は実に信の一宇に要約されている 。 

こうした意味に於いて、本学園訓の 3 ヵ条たる報恩感謝、常識涵養、実践躬行の終

局的発展は真の学問追究を意味しているのである。」(野文貞夫著『解道自楽』より) 

本学園の建学の精神は、創立者が記した意味の「学問」を通じて、人はすべからく職

業教育を受け、立派な専職を持ち、地域社会に貢献し得るような人材の養成にありま

す。 

 

（２）学園訓３か条 

・報恩感謝 

四恩即ち、神仏の恩、父母の恩、師の恩、社会の恩に感謝しながら日常生活をすること

こそ人間の幸福と言えよう。これを体得することは家庭教育の中心であり、仁の行ないで

あり、情の世界であり、真実の人生はここから生まれる。 

・常識涵養 

常識とは健康なる判断力である。正邪、善悪の判断をわきまえて行動しさえすれば人間

生活は悔いることはない。それには知識が前提となる。世の中の進歩と共に一定の知識を

身につけなければ正確な判断をすることが不可能となる。学校教育の目的もここにある。 

・実践躬行 

人間は一定の職業を持って社会生活をしなければならない。自ら実際に践み行なわなけ

ればならない。依頼心は禁物である。そのためには大いなる勇気を要し、堅固な意志の強

さがなければならない。他人に迷惑をかけず、自律の生活をする姿こそ貴賤の差なく美し

いものである。社会教育の真髄はここにある。 

 

 以上のように示された本学園の学園訓３か条は、次のような特徴をもつといえる。 

① 人間の段階的な成長、長期的な成長を意図していること 

② バランスのとれた人間の重要性を説いていること 

③ 職業に貴賤なく、教育の対象を幅広く考えていること 

このような建学の精神の背景には、函館の私立学校の歴史が影響している。 

 

（３）函館における私学の歴史 
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①有志による慈善教育 

３００年に及ぶ江戸幕府の鎖国体制が終焉を迎えた幕末から明治にかけて、開国港の一つ

である函館には、海外からたくさんの人々が訪れることになった。当時の学校教育は明治

４（1871）年の文部省設置と、翌年の学制の制定により、函館にも公立の小学校が開校し

たが、当時これらは受益者負担のため、経済的理由から入学できない子どもたちも多くみ

られた。そこで、当時の函館の豪商として名を連ねる、渡邊熊四郎らが有志となって、明

治 10（1877）年に開校したのが「鶴岡学校」、後の私立鶴岡小学校です。経済的には豊か

ではない家庭の 6 歳から 14 歳までの子を対象に、無月謝・給資を原則に、明治 38（1905）

年まで運営されたこの学校は、北海道における私学の嚆矢といえる。 

 

②宗教団体による学校教育 

 鶴岡学校ができた同じ頃、文明開化の函館にキリスト教を布教に来た教団も、当時の子

どもたち、特に男子よりも教育機会を得にくかった女子のために学校をつくる。 

 明治 15(1882)年には現在の遺愛学院のはじまりであるカロライン・ライト・メモリアル

学校が、明治 19 年（1886）年には現在の函館白百合学園のはじまりである聖母禄女学校が

開校。他にも明治 21（1888）年には地元の６か寺の慈善事業として六和女学校が開かれそ

の後の函館大谷学園の始まりとなっている。昭和 34（1959）年には、ラ・サール修道会に

より、函館ラ・サール高等学校が開校されたが、これは昭和 9（1934）年に函館大火の影

響を受けており、早い段階から学校を設立する計画があったといわれる。 

 

③実業教育の進展 

やがて函館在住の人の中にも女子教育に力を注ぐ婦人が現れ、現在の函館大妻学園の前

身である大妻女子技芸学校が大正 13（1924）年に設立、また現在の清尚学院の前身である

函館昭和技芸学校が昭和 5（1930）年に設立され、家庭人としての女性の役割と同時に社

会の構成員として地位向上を目的とした教養を身につけるための女子教育に貢献する。 

野又学園は、昭和 13（1938）年に現在の函館大学付属有斗高等学校の前身である函館計理

学校（１年制の各種学校）を開校する。男子の教育が官立だけではまかないきれない状況

を打ち破るために、一人の女学校教員の手で創設されたこの学校が、野又学園の創立の原

点である。 

しかし開校して間もなく、日本は第二次世界大戦に突入し、函館計理学校は戦時非常教

育措置にて函館化学工業学校に転換を強制される。そして終戦後の混乱期、財閥解体など

の影響により優秀な人材の流動化が起こる。。そのころに創立者の元には教育を志す優秀な

人材が集まり、その後の野又学園の発展につながっていく。 

 

④高等教育の充実 

戦後からの復興と高度成長にともない、北海道の玄関口・函館の商業を担う人材育成へ



7 
 

の期待が高まる。野又学園は昭和 29（1954）年函館商科短期大学を設置し、昭和 40（1965）

年には、商学部の１学部からなる函館大学が道内私立大学としては５校目となる開設を果

たす。 

また、戦後には発展する社会を支えるための有資格者に関する法令も整備される。私立

学校の中でも、特に野又学園は、高等教育の充実が地域の発展を支えるとの考えに基づい

て、昭和 30（1955）年から保育士・栄養士、昭和 43（1968）年から調理師、昭和 55（1980）

年から歯科衛生士、平成元（1989）年から製菓衛生師・看護師の養成を専門学校・短期大

学で行っています。いずれも厚生労働大臣から指定養成施設の認可を受け、厳格な指定基

準に基づき高度な人材の養成を行うものであった。 

女子の職業教育の充実を支えるためには高等学校からの教育も必要と考え、昭和34（1959）

年には現在の函館大学付属柏稜高等学校の前身である函館女子商業高等学校を開校する。 

また、保育士養成を充実させるため実習施設として、昭和 41（1966）年には函館短期大学

付属幼稚園、昭和 47（1972）年には函館上湯川保育園を設置する。 

このように野又学園は、戦後復興ともに、優秀な人材に学校の運営を任せ、次々と学校

をつくり、高度成長期の地域社会を支えてきた。 

 

⑤地域で活躍する卒業生 

函館は私立学校の教育が充実している都市であり、多くの卒業生が地域で活躍している。

それぞれの私立学校が、創立者の建学の精神に基づいて、更なる教育向上に向かって努力

を続けている。その中でも野又学園は、約８万人の卒業生（学籍管理上は約９万３千人）

を輩出し、男女を問わず多方面で活躍している「地域になくてはならない学園」となって

いる。 

 

（４）本学園の理念の特徴 

 建学の精神においては、「人はすべからく、真の学問追究に目覚め、幸福な人生を送る」

という究極的理念が掲げられている。 

 創立者がこの究極的理念に至るまでには、宗教団体による慈善事業的性格の強い学校の

影響を受けているはずである。創立者本人も函館大谷女学校の教員であったことから、宗

教的な性格の学校の優れた点について、十分に検討されたと思われる。 

 本学園は、函館で有力であった宗教的な慈善事業的性格を十分に見て、それらの良いと

ころを取り入れている。 

 宗教系の教育理念の上に、職業教育と真の学問の追究を両立させているのが、本学園の

建学の精神と言えるのではないだろうか。 

 人は人間性だけではなく、知識・技能を身につけなければならない。そして知識・技能

だけで満足せずに、さらに高度な学問を追究していってほしい。高度な学問を追究するに

は、高い山に挑もうとする人間の本性が問われる。このようなバランス感覚に、本学園の
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特徴があると考える。 

 

（５）経営ビジョン 

 経営ビジョンとは、「将来こうありたい」と思う姿である。経営理念が究極的目標だとす

れば、経営ビジョンは長期的には実現可能な（実現しなければならない）目標だといえる。 

 

学校法人野又学園の経営ビジョン 

 

 学習を必要とする人たちの個性・発展可能性・創造性の評価に責任を持つ教育により、「生

涯学べ」の理念を体現する人材を育成し、地域社会に貢献する。 

 

 

・個性 (character, personality) 

学校は入学時点では生徒について限られた情報しか持っていない。生徒は何らかの目標

や期待をもって、学校に入学してくるが、往々にして、未成熟な青少年期の目標や期待は、

確固たる根拠があるわけではない。ベクトルの方向も安定せず、その力の大きさも十分で

はない。この初期状態を「個性」と呼び、私たちは入学時点での個性を評価しなければな

らない。 

生徒の個性は、学校が提供する「学習機会」を十分に活用するかどうかに影響してくる。

授業、課外活動、行事などの学習機会は、入学してきた生徒の個性をよく見極める必要が

ある。学習機会を得ようとするかどうかで、人間の成長は大きく差がつく。 

 

・発展可能性 (developability)  

生徒には大いなる発展可能性がある。発展を妨げるものを排除し、発展を促進していくこ

とが教育の務めである。生徒から、不安感、挫折感、疎外感を排除することが必要である。 

 授業、実習、行事、課外活動などを通じて、学生に安心感、達成感、一体感をもたらし、

生徒の個性のベクトルの方向を安定させ、その力の大きさを増幅させていくことが教育の

役割である。 

 在学中の生徒の発展可能性を評価するということは、言い換えれば、「何を身に着けるべ

きか」という方向の評価と、「どの程度身に着けたか」という程度の評価を行うことである。 

 

・創造性 (creativity, originality) 

似たような目標を持っていても、人によって取組姿勢が異なる。学校の役割は、生徒が

目標を持ち、卒業後も伸びていくようにすることである。難関大学合格やスポーツのチャ

ンピオンシップ競争のような目標は、卒業後のことも考えられていれば、良い目標になる。 

本来、目標は現状の延長線上にしかない。生徒の創造性が発揮された目標かどうかを評
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価するということは、「現状」をしっかりと認識しているか、そしてその現状を踏まえた「実

現可能なストレッチゴール」が日々積み重ねられているかを評価するということである。 

 

 これらの要素を教育者として責任をもって評価し、評価を本人に伝えるためには、教師

に求められるのは高度かつ円満な人間性だけでなく、高い専門性が必要になってくる。 

 生徒の創造性や個性を評価するというと、ただただ甘やかすようなことにつながりかね

ない。現実から目をそむけず、責任をもって厳しい評価を行うことが重要である。 

 

 本学園は「学習を必要とする人たち」を対象とする。それゆえ、成績の良い生徒だけを

集めたいとは考えない。このように考える背景には、函館の私立学校の歴史も影響してい

ると思われる。 

 また、学習機会を得るために重要な「個性」、学力をつけるために重要な「発展可能性」、

目標をつくる上で重要な「創造性」を、責任を持って評価するような教育を行っていく。

この評価において、過度の主観排除に陥ることなく、一人ひとりの教職員が自覚と責任を

持って教育に臨んでいくという覚悟が必要である。 

 そのためには「生涯学べ」の理念のとおり、生徒も教師も一人一人が一生涯かけて成長

し、十分な専門性と確かな人間性を獲得し、社会に貢献していく。 

 

（６）学校法人の目指す将来像 

 本学園は幼稚園・高等学校・専門学校・短期大学・大学を設置し、地域の私学教育の振

興を通じて、長年にわたり地域社会に貢献してきた。全国的な少子化の中、教育産業全体

の見通しは苦しいが、地方に立地する本学園の将来の見通しはさらに厳しい。 

 本学園は過去に札幌市に専門学校を設置していた時期もあるが、現在では他の地域に学

校を移転する計画はない。学校法人である以上、収益事業の範囲を超えて教育以外の他の

事業を行うことも認められない。 

本学園が目指す将来像は、教育の力で地域の振興を図ることであり、産業振興を通じて

所得と雇用を増やし、医療・福祉・教育を通じて生活の質を上げ、地域の魅力を高めて地

域内外からの入学生を確保していく。 

 

３．経営戦略 

（１）経営戦略の前提となる財務状況と外部環境 

 本学園に与えられた資源を用いて経営ビジョンを実現していくのが経営戦略であるが、

入学者の減少による収入減が続いている。令和５年度決算時点での本学園の財務状況は、

私学事業団の分類における「イエローゾーンの予備的段階（B0）」にあったが、令和６年度

決算時点では「イエローゾーン（B3）」に区分されている。具体的には、「教育活動資金収

支差額が過去３年間２年以上マイナス」に該当している。 
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私学事業団によると、令和５年度決算ベースでは、大学・短大設置法人 661 のうち、イ

エローゾーン（B1 以下）が 26.3%となっており、本学園に限らず多くの大学・短大設置法

人が非常に厳しい財務状況となっている。 

 

 教育活動資金収支差額が赤字ということは、学校法人が保有する資産を取り崩して経営

しており、設備の更新をする費用も捻出できないということを意味している。イエローゾ

ーン法人は、設置校すべてを現状のまま維持することは困難な状況にあるということを認

識しなければならない。 

 

函館市の直近の出生数からみて、2040 年の 18 歳人口は現在の半分（全国は約７割）と

いうことが、出生数から確定している。 

 
 

 

表：函館市の１８歳人口予測 

年 
R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 

2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 

函館市 1,895 1,769 1,692 1,704 1,576 1,598 1,549 1,513 1,443 1,328 

北斗市 452 382 377 380 382 313 338 325 306 305 

七飯町 213 221 198 225 202 220 196 224 204 219 

計 2,560 2,372 2,267 2,309 2,160 2,131 2,083 2,062 1,953 1,852 
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趨勢 100% 92.7 88.6 90.2 84.4 83.2 81.4 80.5 76.3 72.3 

 令和５年度学校基本調査（小１～中３）から作成 

（令和５年度中学校３年生＝令和８年度の 18 歳人口） 

  

 また、今後の出生数の見通しについても、親となる年齢層の人口から見て改善の見込み

はなく、出生数は年５％程度減少していくと見込まれる。この場合、約 15 年で出生数が半

減する。このような将来が見えている中では、設置校の再編・募集停止も念頭に置いてお

く必要がある。 

とはいえ、教育の重要性は誰もが認めるところであり、国の政治も教育の無償化に積極

的であり、私立高校の実質無償化（年 457,000 円上限）や、経済困窮世帯の多い地方への

支援（修学支援新制度）の拡充が進んでいる。将来の人口推計を見て簡単にあきらめるの

ではなく、粘り強く経営していかなければならない。 

 人口減の局面では、地域からの評価が横ばいでは不十分であり、評価を高め、地域にお

けるシェアを高めていかなければ、学生数を維持することができない。そのためには、教

育改善の取り組みを継続していく以外に道はない。 

 そのためには、社会全体のデジタルトランスフォーメーション（DX）への対応を進め、

教学 IR データの活用、海外や都市部とのリモートでの連携、広報活動を含む業務改善など

に取り組んでいくことも必要である。 

 

（２）教育改善と地域産業の視点 

 本学園は創立時から「勉強が本当に必要な人たちのための学校」というポジションで、

一つの地域において多様な卒業生を輩出し、地域産業に貢献している。教育改善の取り組

みにおいて、地域産業に貢献するという視点は非常に重要であり、入学生を確保する基本

となる。 

 看護師・保育士といったエッセンシャルワークは一般的には産業とはみなされないが、

地方においては医療・福祉が重要な雇用の場となっており、地域経済の中心と言っても過

言ではない。 
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出典：函館市経済実態調査 

 

 本学園は、産業界に人材を供給するという役割にとどまることなく、業界自体をリード

していく先見性とリーダーシップを各学校がもち、地域の評価を高めることで、地域外へ

の積極的な学生募集活動にもつなげていく。 

 また、本学園は、函館私学振興協議会やキャンパスコンソーシアム函館の取り組みにお

いて、中心的な役割を果たしていく。ここでも、地域産業振興の視点を基本として「地域

の教育のグランドデザイン」を関係機関とともに策定していく。 

  

（３）教育改善と生涯学習の視点 

 本学園は、単に知識・技能を身に着けさせるだけではなく、下記の「生涯学べ」のプロ

セスによって、卒業後も成長していくような教育を行っている。 
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・まなぶ 

 知識や技能を教え込む以前に、勉強と向き合う心や姿勢を育てる必要がある。授業以外

の行事・課外活動、進路指導やキャリア教育、生活指導や学習相談を通して、「勉強しない

生徒」から「勉強する生徒」に変容を促していくことが、生涯学習の視点ではとても重要

である。 

 

・みにつける 

 生涯学習とは学びの先延ばしではなく、幅広く、あるいは深く、生涯かけて学ぶことで

ある。勉強が得意ではない生徒のポテンシャルを評価し、高いところまで伸ばしていくこ

とができるのが優れた教師である。そのためには、教師の研究活動・社会活動や、高大連

携（高校と大・短・専の連携）の FD 活動を通して、教師の資質向上を図ることが重要であ

る。 

 

・のぞむ 

例えば大学入試は「ある社会のある時点における評価」であり、時代が流れて社会が大き

く変革すれば、その評価は意味をなさなくなる。異質なものへの適応力こそ、生涯学習で

は重要である。この適応力は、海外との交流や、地方の町村での活動において養われるも

のである。 

 

（４）経営戦略・まとめ 

 教育改善の基本になるのは「学力の３要素」であり、加えて「地域産業の視点」と「生

涯学習の視点」が、人口減少の社会においては重要になると考える。これらの観点から KPI

を定め、本計画の５年間で教育改善を図り、地域の評価を高めていくことが、本学園の基

本戦略である。 
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 この基本戦略に基づき、以下、各校の経営改善に向けた分析と施策について述べた後、

当期の経営計画（施策・取り組み内容・KPI）を示す。 

 

学力の３要素 

基礎的な知識・技能 

（筆記試験、実技試験、外部の検定試験など） 

思考力・判断力・表現力等の能力 

（PBL、コンテスト、コンクールなど） 

主体的に学習に取り組む態度 

（授業外学習時間、就職活動、クラブ活動など） 

地域産業の視点 

産業界への働きかけ 

（学校の役割は人材供給にとどまらない） 

地域の教育のグランドデザイン 

（キャンパスコンソーシアム函館、函館私学振興協議会での活動） 

生涯学習の視点 

課外活動・行事、進路導・キャリア教育、生徒指導・学習相談 

（勉強姿勢の変容を促す） 

高大連携・研究活動・社会活動 

（教師の資質向上を図る） 

国際交流・地方交流 

（時代の変革への適応力を高める） 
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４．経営改善に向けたカリキュラム改革・キャリア支援等の施策 

（１）函館大学 

１）客観的な質保証 

   本学の授業外学習時間は週９時間程度で頭打ちの状態となっている。学生の主体

的な学修を促し、簿記教育、英語教育について、引き続き外部客観試験を活用しつ

つ、授業の見直し、講習（オンライン含む）の実施などを通じたスコアの向上に努

める。また、新聞・図書を読む習慣をつけさせ、学修時間の向上を図る。 

 ・函館大学学修目標の達成に向けた外部民間試験の取り組みの強化 

 ・能動的学修を実践するプロジェクト活動の推進 

 ・高い就職率の維持 

 

２）地方 GX 推進人材育成の推進 

北海道の再エネポテンシャルを地方の「強み」に変え、GX や SDGs に取り組む大都

市圏の高等学校との連携教育を通して志願者増を図り、経営改善を目指す。 

・副専攻プログラムの構築と推進 

・大都市圏からの志願者獲得 

・地域・企業・大学との連携 

 

３）大学改革の推進 

   中教審答申などで示される国の高等教育政策に沿って、大学改革を推進する。 

  ・ICT の活用 

・企業と連携したデータサイエンス教育の実施 

   ・クォーター制の導入 

・外国人受け入れ体制の整備 

 

４）高等教育プラットフォームの推進 

  「函館・高等教育プラットフォーム中長期計画（令和５～９年度）」の事業を実施す

る。 

   ・教育研究活動の広域化による魅力づくり 

 ・自治体・産業界との連携による教育研究 

 ・学生ニーズに応える企業を増やす取り組み 

・高大接続協議会の開催を通じた地域の教育機関の連携推進 

・その他大学運営の連携 

 



16 
 

（２）函館短期大学 

１）地方 GX を理解した専門職の養成 

 半導体や再生エネルギーに関する投資が北海道でも拡大しており、地球温暖化防止の観

点からも GX に関する知識は、高等教育機関における教養になりつつある。本学の栄養士、

保育士・幼稚園教諭の養成においても、学修時間の向上を図りつつ、地方 GX と専門分野と

の関連性を学び、地域に貢献できるようにグリーン教育の充実を図っていく。 

 ・地域 GX 概論の卒業必修化とグリーン教育の充実 

 ・自治体や企業と連携した地方 GX 推進実践活動の実施 

 

２）ステークホルダーとの連携と協議 

 本学が養成する栄養士、保育士・幼稚園教諭は、地域の専門職人材である。地元に就職

した卒業生が、専門職として適切な処遇で就業し、将来にわたって安定で充実した人生を

送ることができるように養成機関である本学は、自治体や企業等と連携し、協議を継続し

ていくことが必要である。 

 ・自治体や企業等との人材育成と就業後の支援に関する連携と協議 

 ・自治体や企業等との教育内容及び人材確保に関する連携と協議 

 

（３）函館看護専門学校 

１）看護師国家試験の合格率向上に向けた取り組み 

本校における看護師国家試験の合格率は、全国平均と比較して、毎年ボーダーライ

ン付近を変動しているが、例年、合格率 100％の達成には至らず、数名の不合格者を生

じている。そのため、国家試験対策に早期より計画的に取り組み、合格率の一層の向

上を図る。 

   ・１年次から勉強方法を丁寧に指導する 

   ・授業科目の成績を GPA で数値化し分析する 

   ・臨地実習時間と国家試験対策のバランスを見直す 

   ・過密カリキュラムを整理し、PBL 学習等を積極的に導入し学習効果を高める 

 

２）持続可能な地域での看護師確保に向けた取り組み 

   全国的に看護師志望者が減少傾向であり、市内４校も学生獲得に苦慮している。  

学生の定員充足が困難な状況においては、適正学費への改定が必要である。また、看

護大学設置の構想もあるが、地域が必要とする看護師を確保するため、市外出身者を

増やす取り組みを拡充するとともに、卒業後も地域への定着が図れるよう養成施設の

間で将来構想を検討する必要がある。 

   ・修学支援制度等を前提とした学費の改定 

   ・市外出身者の増と市内・道内就職の推進の両立 
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   ・地域医療人材育成ビジョンの協議 

 

（４）函館歯科衛生士専門学校 

１）卒業認定・学修成果の確実な達成 

   本校の卒業試験の位置付けにある『総合講義』の試験が不合格となり、再試験を受

験する学生が増加している。これは、その後に実施される国家試験において、本校が

合格率 100%を継続できない要因になっていると考える。卒業試験を 1 度で合格し、余

裕をもって国家試験に臨み、合格率 100%達成を継続していく。 

・自己学習における放課後時間の有効活用 

  放課後時間を利用し自己学習するほか、模擬試験の歯科衛生士教科について解

説する講座を実施する。 

・卒業試験 1回合格率を向上させる 

  総合講義 60 回 120H のうち、国家試験の配点が高い歯科衛生士教科を優先的に

時間割の序盤に配置する。 

・国家試験合格率 100%の継続 

 

（５）函館大学付属有斗高等学校 

１）新しい学力観に基づいた教育改革 

  本校は、「志を高く掲げる」「生涯学び続ける」「自他の価値を認め合う」という三つ

の教育目標を基盤に、時代の変化に動じず学び続け、それを社会に還元できる生徒の

育成を目指している。令和の教育改革が求める新しい学力観に応えるため、学力向上

支援、ＩＣＴ・ＡＩ活用、教員の資質向上、探究活動の体系化、地域との共創を柱と

して教育改革を推進する。 

・学力向上に向けた体制整備と支援が必要である。基礎学力に不安を抱える層への

重点支援を継続しつつ、特別進学コースの指導ノウハウを全校で共有し、全ての

生徒が目標に向けて着実に成長できる体制を整える。 

・ＩＣＴ活用を学びの基盤として位置づけ、個別最適な学びと協働的な学びの両立

を図る。学習ログ分析による個別課題の提示、ポートフォリオ型学習の導入、協

働学習を支えるファシリテーション研修を進める。また、部活動生に向けたオン

ライン補習や学習時間管理支援を強化し、学習と活動の両立を実現する。 

・ＡＩ活用による教育の高度化と効率化を目指し、新たな改革の柱として位置づけ

る。教職員向けには、文書作成・成績処理・学習データ分析などの業務をＡＩで

効率化し、生徒と向き合う時間を最大化する。生徒向けには、ＡＩドリルやＡＩ

添削、学習計画の自動生成、探究活動の情報分析支援などを導入し、個別最適化

された学びを実現する。 

・教員の資質向上は、生徒の学びの質を左右する最重要課題である。授業見学や科
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会による相互研鑽、メンター制度、教科横断的な協働体制を整備し、「教員の授業

力向上が生徒の成長に直結する」という共通認識のもと、組織的な授業改善を進

める。 

・体系的な探究活動と特色ある学びを構築する。１年次の基礎スキル育成、２年次

のテーマ別探究、３年次の進路接続型探究へと体系化し、地域企業・大学との連

携など特色ある学びを展開する。生徒が社会とつながり、自らの学びの価値を実

感できる教育を目指していく。 

・地域社会との共創では、生徒のボランティア活動や成果発信を広報の中心に据え、

地域社会と双方向に支え合う関係を構築する。地域における本校の存在意義を明

確に示し、「選ばれる学校」としてのブランド力を高めていく。 

 

（６）函館大学付属柏稜高等学校 

１）新しい学力観に基づいた教育改革 

   生徒の力を最大限に伸ばす充実した教育を展開することで、これからの社会で求め

られる確かな力を養成し、自立した社会有為の人材を地域に輩出する。充実したＩＣ

Ｔ環境を活かし、学習者自身の能動的かつ協働的な学びを進め、できることを着実に

増やす新しい学力観に基づいた授業を展開する。 

   ・学習習慣を定着させ、一人ひとりの進路希望実現のために必要な基礎学力を養成

すると共に、生涯に渡って学び続けるための学習力を養う。そのために進路に関

する学びをより充実させること、ＩＣＴ教材のより一層の活用を目指す。 

   ・学びにおけるＩＣＴの活用は順調に進んでいるが、現在、生徒の生成ＡＩ利活用

が急速に進んでいる状況を踏まえ、より効果的な活用、特に生成ＡＩに振り回さ

れない適切な活用ができるよう指導していく。 

   ・それぞれに改善を図ってきた「総合的な探究の時間」、「進路活動」等について、

外部連携を強化しつつ、それらを関連させ、より効果的な学びを追究する。 

 

５．経営計画と KPI 

 

（１）函館大学 

施策 内容 KPI 

１）客観的な質保証 ①長期休業期間を活用した授業外

学習時間の向上 

②初年次教育の見直しによる修業

年限内退学率の改善 

③PBL などによる実践的な学びの広

域化 

・授業外学習時間(h/週) 

・修業年限内退学率(%) 

・広域活動件数 
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⑤海外派遣プロジェクトの再開 

２）地方 GX 推進人材

育成の推進 

①副専攻プログラムの構築と推進 

②大都市圏からの志願者獲得 

③地域・企業・大学との連携 

 

・パートナー校数 

・副専攻修了者数 

・地方 GX 推進人材育成に対

する教職員のマインドセッ

トの転換 

３）大学改革の推進 ①４学期制への移行検討 

②IR 部門の設置を含む組織改編 

③データサイエンス教育の導入 

④授業における学習用端末の利活

用 

・データを提供する企業・団

体の数 

・学習用端末活用授業数 

 

 

４）高等教育プラット

フォームの推進 

①高等教育プラットフォームの推

進 

②１８歳成人への対応 

・私立大学等改革総合支援事

業（プラットフォーム型）共

通設問の得点率(%) 

・学生の住民登録率(%) 

 

 

（２）函館短期大学 

施策 内容 KPI 

１）地方 GX を理解し

た専門職の養成 

①地域 GX 概論の卒業必修化とグリ

ーン教育の充実 

②自治体や企業と連携した地方 GX

推進実践活動の実施 

 

・授業外学習時間（h/週） 

・全授業科目に対するグリー

ン教育導入科目の割合（％） 

・実践活動の実施件数（件） 

２）ステークホルダー

との連携と協議 

①自治体や企業等との人材育成と

就業後の支援に関する連携と協議 

②自治体や企業等との教育内容及

び人材確保に関する連携と協議 

 

・自治体や企業等との人材育

成と就業後の支援：連携数

（件）と協議回数（回） 

・自治体や企業等との教育内

容及び人材確保：連携数（件）

と協議回数（回） 

 

（３）函館看護専門学校 

施策 内容 KPI 

１）看護師国家試験の

合格率向上に向けた

取り組み 

①GPA の導入と授業外学習時間の管

理 

②新カリキュラムでの本校の特色

・国家試験合格率 

・１年次の GPA 

・１年前期・後期の授業外学
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 づくり 

③臨地実習時間と国家試験対策の

バランスを見直し 

④過密カリキュラムを整理し、PBL 

学習等を積極的に導入し学習効果 

を高める 

修時間（h/週） 

・PBL 学習導入の教科数 

２）持続可能な地域で

の看護師確保に向け

た取り組み 

①学費の改訂 

②市外出身者の増と道内就職の推

進の両立 

③地域医療人材育成ビジョンの協

議 

・授業「地域・在宅看護援助

論Ⅱ」の学生満足度（５段階

評価） 

・地方自治体連携型推薦の協

力自治体数 

 

（４）函館歯科衛生士専門学校 

施策 内容 KPI 

１）卒業認定・学修成

果の確実な達成 

①自己学習における放課後時間の

有効活用 

②卒業試験の 1回合格率の向上 

③国家試験合格率 100%の継続 

・月別放課後学習時間数 

・模擬試験解説講座参加者率 

・卒業試験合格率 

・国家試験合格率 

 

（５）函館大学付属有斗高等学校 

施策 内容 KPI 

１）新しい学力観に基

づいた教育改革 

①ＩＣＴ活用による個別最適な学

びと協働的な学びの両立支援 

②ＡＩ活用による教育の高度化と

効率化 

③教員の資質向上と組織的な授業

改善 

④体系的な探究活動と特色ある学

びの構築 

⑤地域社会との共創 

・各種検定延べ合格者数 

・ＩＣＴ／ＡＩを活用した授

業の実施比率 

・ＡＩ学習（ドリル／添削等）

の活用率 

・ＡＩによる校務効率化の満

足度（教職員） 

・相互授業見学の年間延べ実

施件数 

・教科横断的な協働体制によ

る研究授業や事例共有数 

・探究活動における外部（地

域／大学等）連携件数 

・ボランティア等、地域還元

活動への生徒参加延べ人数 
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・入学者における「第一志望」

の割合 

 

（６）函館大学付属柏稜高等学校 

施策 内容 KPI 

１）新しい学力観に基

づいた教育改革 

①学習習慣の定着 

②ICT・生成 AI活用 

③外部連携・地域連携 

ICT 教材受講率・授業外学習

時間・ICT 活用率・研修回数・

外部・地域連携回数 

 

（７）函館自動車学校 

施策 内容 KPI 

１）教習の「質」を高

めるための施策 

① 職員のレベルアップ教養と適

確な教養効果測定 

② 資格取得等のための教養・訓練 

③ アンケート結果の分析による

顧客の意識の把握 

・資格審査受験者数及び合格

者数 

・教養試験受験者数及び平均

点 

・各部会の開催回数 

・アンケート実施による満足

度調査 

２）収益を挙げるため

の施策 

① 営業活動の展開 

② 「攻めの PR 活動」の推進 

③ 新規収益事業の導入 

・入所者数 

・取次所からの入所者数 

・企業及び学校への交通安全

講習会の実施数及び受講者

数 

・入校説明会の開催回数 

・イベント参加者数 

３）教習を取り巻くシ

ステムや環境の整備 

① 送迎体制の見直しと拡充 

② 教習環境の整備 

・送迎利用者数及び路線数 

 

（８）法人本部事務局 

施策 内容 KPI 

１）デジタル化の推進 

 

①学校会計システムの更新 

②給与システムの更新 

③情報セキュリティ対策強化 

④ペーパーレス会議の推進 

・情報セキュリティ研修受講

率 

・ペーパーレス会議実施率

（職員アンケート） 

 

 




